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多
摩
市
公
契
約
条
例
の
特
徴
と
制
度
運
用
の
現
状
に
つ
い
て

　 
―
二
〇
一
八
年
調
査
の
結
果
に
基
づ
き

　

正　

木　

浩　

司

ら
れ
た
の
は
、
二
〇
〇
六
年
三
月
、
東
京
土
建
一
般
労
働

組
合
が
多
摩
市
議
会
（
平
成
一
八
年
第
一
回
定
例
会
）
に

対
し
「
公
共
事
業
に
お
け
る
賃
金
等
確
保
法
「
公
契
約
法
」

の
制
定
を
求
め
る
意
見
書
の
提
出
に
関
す
る
陳
情
」
を
提

出
し
た
こ
と
で
あ
る
。
市
議
会
の
会
議
録
に
よ
る
と
、
二

〇
〇
六
年
三
月
三
〇
日
、
共
産
党
系
お
よ
び
公
明
党
系
の

議
員
が
採
択
賛
成
の
立
場
で
意
見
を
述
べ
、
最
終
的
に
採

択
と
な
っ
た
。

　

⑵　

条
例
制
定
を
選
挙
公
約
に
掲
げ
た
市
長
の
就
任
、

　
　

検
討
の
始
ま
り

　

多
摩
市
に
お
い
て
現
行
の
公
契
約
条
例
が
制
定
さ
れ
た

直
接
的
な
背
景
と
し
て
は
、
選
挙
公
約
に
同
条
例
の
制
定

を
掲
げ
た
阿
部
裕
之
氏
が
二
〇
一
〇
年
四
月
の
市
長
選
で

初
当
選
し
、
条
例
制
定
に
向
け
て
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発

揮
し
た
こ
と
が
や
は
り
大
き
い
。

　

阿
部
氏
は
公
約
『
政
策＜

多
摩
み
ら
い
ビ
ジ
ョ
ン＞

』

は
じ
め
に

　

連
合
北
海
道
を
は
じ
め
と
す
る
五
団
体
で
構
成
す
る
「
公

契
約
条
例
を
社
会
に
広
げ
る
こ
と
を
め
ざ
す
ワ
ー
キ
ン
グ

チ
ー
ム
」（
以
下
、
公
契
約
Ｗ
Ｔ
）
（
１
）

は
、
公
契
約
条
例
制
定

自
治
体
に
お
け
る
条
例
制
定
プ
ロ
セ
ス
や
運
用
の
現
状
・
課

題
、
条
例
の
効
果
な
ど
に
つ
い
て
把
握
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
た
現
地
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
の
実
施
を
活
動
計
画
に
掲
げ
て

お
り
、
そ
の
第
一
回
目
と
し
て
、
二
〇
一
八
年
八
月
八
日
、

東
京
都
多
摩
市
の
入
札
・
契
約
の
主
管
課
の
関
係
者
な
ど
を

対
象
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
を
実
施
し
た
。
本
稿
は
、
同
調
査

の
結
果
に
つ
い
て
報
告
す
る
こ
と
を
主
な
目
的
と
し
て
い
る
。

　

多
摩
市
の
公
契
約
条
例
の
公
布
は
二
〇
一
一
年
一
二
月

二
二
日
で
あ
り
、
こ
れ
は
全
国
で
は
千
葉
県
野
田
市
（
二

〇
〇
九
年
九
月
二
〇
日
公
布
）、
神
奈
川
県
川
崎
市
（
二

〇
一
〇
年
一
二
月
二
一
日
公
布
）
に
次
い
で
三
番
目
、
東

京
都
内
で
は
初
で
あ
る
。
現
在
、
同
条
例
の
制
定
自
治
体

は
全
国
に
二
二
団
体
ま
で
増
え
て
い
る
が
、
多
摩
市
は
先

進
自
治
体
の
一
つ
と
し
て
注
目
を
浴
び
て
い
る
。

　

公
契
約
Ｗ
Ｔ
は
、
二
〇
一
七
年
六
月
に
主
催
し
た
市
民

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム（
２
）に
お
い
て
、
多
摩
市
の
取
り
組
み
に
深
く

関
わ
る
古
川
景
一
弁
護
士
を
講
師
に
招
き
、
同
市
の
取
り

組
み
の
到
達
点
な
ど
に
つ
い
て
報
告
を
受
け
た
経
緯
が
あ

り
、
こ
れ
が
今
次
調
査
の
対
象
に
多
摩
市
を
選
定
す
る
主

な
動
機
と
な
っ
た
。
今
次
調
査
で
は
、
同
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

の
内
容
も
踏
ま
え
つ
つ
、
多
摩
市
で
条
例
制
定
の
実
現
に

至
っ
た
背
景
、
市
の
入
札
・
契
約
の
実
施
体
制
、
制
度
の

特
徴
、
運
用
の
現
状
・
課
題
な
ど
に
つ
い
て
さ
ら
に
深
掘

り
す
る
こ
と
が
目
指
さ
れ
た
。

１
．
条
例
制
定
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

　

⑴　

二
〇
〇
六
年
の
陳
情
の
採
択

　

多
摩
市
に
お
い
て
公
契
約
に
関
わ
る
動
き
が
初
め
て
見
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の
中
で
、「
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
・
プ
ア
ー
を
根
絶
し
ま
す
！

／
公
契
約
条
例
を
制
定
し
、
市
発
注
の
事
業
や
業
務
委
託

な
ど
に
携
わ
る
民
間
事
業
者
に
た
い
し
て
市
が
定
め
る
最

低
賃
金
以
上
の
給
与
支
払
い
を
義
務
づ
け
ま
す
。
／
多
摩

市
が
契
約
す
る
建
設
工
事
や
委
託
事
業
に
適
用
す
る
公
契

約
条
例
や
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
基
本
条
例
の
制
定
を
め
ざ
し

ま
す
。」
と
記
し
て
い
た
。

　

阿
部
市
長
の
就
任
か
ら
程
な
く
、
市
は
以
下
の
二
つ
の

組
織
を
設
置
し
て
、
条
例
制
定
に
向
け
た
検
討
に
着
手
し

た
。

　

一
つ
は
、
副
市
長
一
名
と
部
長
六
名
の
七
名
で
構
成
す

る
庁
内
組
織
「
多
摩
市
公
契
約
制
度
調
査
検
討
委
員
会
」

で
あ
る
。
そ
の
補
助
組
織
と
し
て
、
課
長
七
名
と
職
員
組

合
関
係
者
二
名
で
構
成
す
る
「
検
討
部
会
」
も
設
置
さ
れ

た
。
設
置
期
間
は
二
〇
一
〇
年
一
〇
月
か
ら
二
〇
一
一
年

八
月
ま
で
。
こ
こ
で
、
先
進
自
治
体
の
視
察
、
条
例
素
案

の
作
成
、
事
業
者
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る
意
見
聴
取
に
関
す

る
こ
と
な
ど
が
検
討
さ
れ
た
。
な
お
、
事
業
者
ア
ン
ケ
ー

ト
は
、過
去
に
契
約
実
績
の
あ
る
事
業
者
な
ど
を
対
象
に
、

二
〇
一
一
年
六
～
七
月
に
実
施
さ
れ
、
公
契
約
条
例
の
制

定
に
対
す
る
賛
否
、
賃
金
実
態
な
ど
が
調
査
さ
れ
て
い
る（
３
）。

　

も
う
一
つ
は
、
民
間
委
員
で
構
成
す
る
「
多
摩
市
公
契

約
制
度
審
査
委
員
会
」
で
あ
る
。
委
員
は
、弁
護
士
一
名
、

労
働
者
団
体
の
代
表
二
名
（
全
建
総
連
多
摩
地
区
協
議
会

委
員
、
連
合
東
部
第
二
地
区
協
議
会
委
員
）、
事
業
者
代

表
二
名
（
多
摩
市
建
設
協
力
会
会
長
、
多
摩
商
工
会
議
所

副
会
頭
）
の
計
五
名
で
、
二
〇
一
一
年
八
月
か
ら
一
〇
月

ま
で
設
置
さ
れ
、
全
五
回
の
会
議
が
開
催
さ
れ
て
い
る
。

＜資料１＞　多摩市公契約条例に関する年表

年 月日 事　　　　　　　項

2006 ３月 東京土建一般労組、平成18年度第１回定例市議会に、公契約法の制定に関する陳情提出、

市議会採択

2008 ８月 工事請負契約の一般競争入札で、総合評価落札方式の試行スタート

2010 ４月21日 市長選の公約に公契約条例の制定を掲げた阿部裕之氏が初当選 （2018年11月現在３期目）

10月 庁内に「多摩市公契約制度調査検討委員会」（副市長、部長）、その補助組織として検討部

会（課長、組合）設置

2011 ６月11日 連合東京、多摩市内で「多摩市の公共サービス基本条例・公契約条例をめざすシンポジウ

ム」開催

６月30日 事業者アンケート実施 （～7月15日）、地元事業者等を対象に、条例制定の賛否、賃金実態

を調査

８月26日 「多摩市公契約制度審査委員会」設置、第１回会合 （10月まで５回開催）

９月20日 「多摩市公契約条例制定に向けた基本的な考え方」策定、パブリックコメント実施（～10

月11日）

10月 事業者懇談会開催

12月22日 「多摩市公契約条例」公布、第３条～第８条を除き一部施行

〃 「多摩市公契約条例施行規則」公布・施行

2012 １月18日 条例第９条に基づき、「多摩市公契約審議会」設置、第１回会議

４月１日 「多摩市公契約条例」全面施行、「多摩市公契約条例施行規程」公表・施行

〃 総合評価落札方式を公契約条例の制定に合わせて本格導入

2013 ３月19日 いわゆる労働者派遣法の法律名の改正を受け、条例第２条第４号イ改正、公布・施行

2016 12月22日 市の下水道事業への「地方公営企業法」全面適用を受け、条例第６条改正、公布 （2017年

４月１日施行）
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こ
こ
で
は
、
条
例
案
、
条
例
の
施
行
に
つ
い
て
の
重
要
事

項
な
ど
が
検
討
事
項
と
さ
れ
た
。

　

⑶　
「
基
本
的
な
考
え
方
」
の
作
成
と
意
見
聴
取

　

以
上
の
取
り
組
み
を
経
て
、
市
は
二
〇
一
一
年
九
月
、

「
多
摩
市
公
契
約
条
例
制
定
に
向
け
た
基
本
的
な
考
え
方
」

（
以
下
、「
基
本
的
な
考
え
方
」）
を
ま
と
め
た
。
こ
の
中

で
、
公
契
約
や
公
契
約
条
例
の
定
義
、
条
例
の
適
用
対
象

と
な
る
公
契
約
の
範
囲
（
予
定
価
格
の
基
準
額
な
ど
）
や

労
働
者
の
範
囲
、
公
契
約
に
お
け
る
賃
金
の
最
低
額
の
算

出
基
準
、
受
注
者
連
帯
責
任
、
受
注
者
が
整
備
・
報
告
す

べ
き
台
帳
の
内
容
、
条
例
違
反
時
の
是
正
措
置
な
ど
を
提

示
し
た
。
条
例
適
用
対
象
の
予
定
価
格
の
基
準
額
や
賃
金

最
低
額
の
算
出
基
準
で
は
具
体
的
な
金
額
も
提
示
さ
れ
て

お
り
、
現
行
制
度
の
基
本
的
な
枠
組
み
は
こ
の
時
点
で
ほ

ぼ
固
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
見
て
取
れ
る
。

　
「
基
本
的
な
考
え
方
」
は
、
同
年
九
月
二
〇
日
～
一
〇

月
一
一
日
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
に
か
け
ら
れ
、
一

六
人
五
二
項
目
の
意
見
が
寄
せ
ら
れ
た
。
市
に
よ
れ
ば
、

主
な
意
見
と
し
て
、
労
働
条
件
の
適
正
な
確
保
に
か
か
る

受
注
者
の
責
務
の
明
確
化
や
、
条
例
施
行
後
の
実
施
状
況

の
検
証
な
ど
に
つ
い
て
規
程
の
追
加
を
求
め
る
声
が
あ
っ

た
と
さ
れ
て
い
る
。

　

⑷　

条
例
の
制
定

　

市
は
、
市
議
会
総
務
常
任
委
員
会
へ
の
進
捗
状
況
報
告

（
二
〇
一
一
年
九
月
）、
事
業
者
懇
談
会
の
開
催
（
同
一
〇

月
）、
市
議
会
総
務
常
任
委
員
会
と
の
公
契
約
条
例
検
討

会
の
開
催
（
同
一
一
月
）
を
経
て
、二
〇
一
一
年
一
二
月
、

市
議
会
（
平
成
二
三
年
第
四
回
定
例
会
）
に
「
多
摩
市
公

契
約
条
例
案
」
を
上
程
し
た
。
同
条
例
案
は
同
月
二
一
日

を
も
っ
て
全
会
一
致
で
可
決
さ
れ
た
。

　

成
立
し
た
「
多
摩
市
公
契
約
条
例
」（
平
成
二
三
年
一

二
月
二
二
日
条
令
一
九
号
）
は
、
二
〇
一
一
年
一
二
月
二

二
日
公
布
さ
れ
、
第
三
条
～
第
八
条
を
除
く
条
項
が
施
行

さ
れ
た
。
第
三
条
～
第
八
条
は
二
〇
一
二
年
四
月
一
日
の

施
行
と
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
全
面
施
行
に
先
立
ち
、
条
例
第
九
条
に
基
づ
き
、

「
多
摩
市
公
契
約
審
議
会
」
が
二
〇
一
二
年
一
月
に
設
置

さ
れ
た
。
審
議
会
委
員
は
、
多
摩
市
公
契
約
制
度
審
査
委

員
会
の
メ
ン
バ
ー
五
人
が
継
続
し
て
就
任
し
た
。

　

な
お
、
公
契
約
条
例
の
全
面
施
行
に
合
わ
せ
て
、
二
〇

〇
八
年
八
月
よ
り
試
行
さ
れ
て
い
た
総
合
評
価
落
札
方
式

が
二
〇
一
二
年
度
か
ら
本
格
的
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。

　

公
契
約
審
議
会
お
よ
び
総
合
評
価
落
札
方
式
の
詳
細
に

つ
い
て
は
後
述
す
る
。

２
．
公
契
約
制
度
の
実
施
体
制

　

⑴　

入
札
・
契
約
の
主
管
課
と
そ
の
専
決
区
分

　

二
〇
一
八
年
現
在
、
多
摩
市
に
お
け
る
入
札
・
契
約
の

主
管
課
は
、
総
務
部
の
総
務
契
約
課
で
あ
る
。
同
課
の
所

掌
事
務
に
は
公
契
約
条
例
に
関
す
る
業
務
全
般
が
含
ま
れ

る
。

　

同
課
に
は
以
下
の
三
つ
の
係
が
属
す
る
。
す
な
わ
ち
、

庁
舎
（
空
調
設
備
、
駐
車
場
な
ど
）
管
理
と
工
事
の
検
査

を
所
掌
す
る
総
務
検
査
担
当
一
、
表
彰
・
式
典
を
所
掌
す

る
総
務
検
査
担
当
二
、
入
札
・
契
約
を
所
掌
す
る
契
約
係

で
あ
る
。

　

公
契
約
条
例
関
連
も
含
め
、
入
札
・
契
約
に
関
す
る
業

務
を
中
心
的
に
担
う
の
は
契
約
係
で
あ
る
。
契
約
係
の
職

員
配
置
は
五
名
体
制
で
、
契
約
係
長
一
名
の
も
と
、
物
品

担
当
職
員
と
工
事
・
委
託
契
約
担
当
職
員
が
そ
れ
ぞ
れ
二

名
ず
つ
配
置
さ
れ
て
い
る
。

　

専
決
区
分
上
、
総
務
契
約
課
に
よ
る
取
り
扱
い
は
、
予

定
価
格
一
三
〇
万
円
以
上
の
工
事
請
負
契
約
、
同
五
〇
万

円
以
上
の
業
務
委
託
契
約
、
同
一
〇
万
円
以
上
の
消
耗
品

の
購
入
契
約
と
さ
れ
て
い
る
。「
地
方
自
治
法
施
行
令
」（
昭

和
二
二
年
五
月
三
日
政
令
第
一
六
号
）
別
表
第
五
（
第
一

六
七
条
の
二
関
係
）
の
定
め
る
随
意
契
約
可
能
上
限
額
を

一
つ
の
基
準
と
し
な
が
ら
、
総
務
契
約
課
と
各
原
課
と
の

間
で
取
り
扱
い
の
分
担
が
行
わ
れ
て
い
る
様
子
が
う
か
が

え
る
。
ま
た
、
基
本
的
に
各
案
件
の
内
容
に
関
す
る
こ
と

は
各
所
管
課
で
対
応
し
つ
つ
も
、
契
約
に
関
す
る
業
務
は

総
務
契
約
課
に
集
約
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。

　

⑵　

多
摩
市
公
契
約
審
議
会

　

多
摩
市
公
契
約
審
議
会
は
、
公
契
約
条
例
に
基
づ
き
、

労
務
報
酬
下
限
額
や
同
条
例
に
係
る
重
要
事
項
の
調
査
審
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後
検
討
す
べ
き
課
題
な
ど
を
指
摘
し
た
も
の
で
あ
る
。

３
．
多
摩
市
の
公
契
約
制
度
の
概
要
・
特
徴

　

多
摩
市
の
公
契
約
条
例
・
制
度
の
概
要
や
特
徴
、
条
例

が
全
面
施
行
さ
れ
た
二
〇
一
二
年
度
か
ら
数
え
て
七
年
目

と
な
る
二
〇
一
八
年
度
現
在
の
制
度
運
用
の
現
状
に
つ
い

て
以
下
に
整
理
す
る
。

　

な
お
、条
例
は
こ
れ
ま
で
二
度
の
改
正
を
経
て
い
る
が
、

い
ず
れ
に
お
い
て
も
公
契
約
制
度
自
体
の
改
定
は
行
わ
れ

て
い
な
い（
４
）。

　

⑴　

全
体
的
な
構
造

　

多
摩
市
の
公
契
約
制
度
は
、
条
例
第
六
条
に
「
市
長
等

は
、
公
契
約
等
に
お
い
て
、
受
注
者
及
び
受
注
関
係
者
が
、

労
働
者
等
（
略
）
に
対
し
、
市
長
が
定
め
る
額
（
労
務
報

酬
下
限
額
）
以
上
の
賃
金
等
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
を
定
め
る
も
の
と
す
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
こ

と
に
、
制
度
全
体
を
方
向
付
け
る
大
き
な
特
徴
が
あ
る
。

　

こ
れ
が
仮
に
「
…
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
い

う
表
記
で
あ
れ
ば
、
市
が
受
注
者
等
に
労
務
報
酬
下
限
額

以
上
の
賃
金
等
の
支
払
い
を
命
じ
る
か
た
ち
に
な
り
、
公

権
力
が
上
か
ら
制
限
を
か
け
る
公
契
約
「
規
制
」
に
な
る
。

し
か
し
、
多
摩
市
条
例
は
そ
う
は
規
定
せ
ず
、「
…
支
払

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
定
め
る
も
の
と
す
る
」
と

表
記
し
て
い
る
。
こ
れ
は
つ
ま
り
、
契
約
上
の
措
置
と
し

て
、
発
注
者
（
市
）
と
受
注
者
（
事
業
者
）
の
双
方
の
合

議
な
ど
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
先
述
の
と
お
り
、

多
摩
市
公
契
約
制
度
審
査
委
員
会
を
前
身
と
し
て
二
〇
一

二
年
一
月
に
設
置
さ
れ
た
。

　

審
議
会
の
委
員
は
、
前
身
の
審
査
委
員
会
と
同
じ
く
、

有
識
者
一
名
、
労
働
者
団
体
代
表
二
名
、
事
業
者
代
表
二

名
の
計
五
名
で
構
成
さ
れ
る
。「
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
一
四
四
号
条

約
」（
一
九
七
六
年
作
成
／
一
九
七
八
年
効
力
発
生
／
二

〇
〇
三
年
六
月
一
四
日
、
日
本
で
の
効
力
発
生
）
の
規
定

す
る
、
労
働
者
代
表
、
使
用
者
代
表
、
公
益
代
表
の
三
者

構
成
に
よ
る
審
議
会
の
要
件
を
備
え
た
も
の
で
あ
る
。

　

委
員
の
任
期
は
二
年
で
、
二
〇
一
八
年
一
月
一
八
日
か

ら
は
四
期
目
の
体
制
に
入
っ
て
い
る
。
五
名
の
う
ち
三
名

は
、
前
身
の
審
査
委
員
会
時
代
か
ら
継
続
し
て
委
員
を

担
っ
て
お
り
、
審
議
会
設
置
当
初
か
ら
会
長
を
歴
任
す
る

古
川
景
一
弁
護
士
も
そ
の
一
人
で
あ
る
。

　

会
議
の
開
催
頻
度
は
、
二
〇
一
三
年
度
以
降
は
年
間
五

回
開
催
す
る
と
い
う
サ
イ
ク
ル
を
確
立
し
て
い
る
。
例
え

ば
二
〇
一
六
年
度
で
は
、
五
月
、
六
月
、
八
月
、
一
〇
月
、

一
月
に
開
催
さ
れ
て
い
る
。
八
月
の
開
催
は
次
年
度
予
算

の
概
算
要
求
が
始
ま
る
前
で
あ
る
こ
と
、
一
〇
月
は
地
区

別
最
低
賃
金
の
改
定
が
行
わ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
、
翌

年
度
の
労
務
報
酬
下
限
額
に
関
す
る
中
間
答
申
を
ま
と
め

る
こ
と
が
意
識
さ
れ
て
い
る
。
関
係
制
度
の
動
向
に
目
配

り
を
し
な
が
ら
、
公
契
約
制
度
の
運
用
に
支
障
が
出
な
い

よ
う
配
慮
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

　

答
申
は
現
状
で
は
毎
年
二
つ
の
も
の
が
ま
と
め
ら
れ
て

い
る
。
一
つ
は
翌
年
度
の
労
務
報
酬
下
限
額
に
関
す
る
も

の
、
も
う
一
つ
は
公
契
約
条
例
に
関
す
る
重
要
事
項
や
今

意
の
も
と
、
契
約
の
中
に
、
受
注
者
が
負
う
労
務
報
酬
下

限
額
以
上
の
賃
金
等
の
支
払
い
義
務
を
書
き
込
む
こ
と
を

求
め
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
規
律
し
整
え
る
と
い
う
原

理
に
基
づ
く
公
契
約
「
規
整
」
と
称
さ
れ
る（
５
）。

　

そ
の
上
で
、
多
摩
市
の
条
例
が
契
約
へ
の
記
載
を
求
め

る
事
項
は
、
労
務
報
酬
下
限
額
以
上
の
賃
金
等
を
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
（
第
六
条
第
一
項
）
に
加
え
、

別
表
（
第
八
条
関
係
）
に
定
め
る
一
八
項
目
と
さ
れ
て
い

る
（
資
料
２
）。
こ
れ
ら
一
八
項
目
は
、
契
約
上
の
措
置

し
て
、
発
注
者
と
受
注
者
の
間
で
合
意
さ
れ
た
義
務
と
な

る
。

　

⑵　

公
契
約
に
お
け
る
条
例
の
適
用
範
囲

　

公
契
約
に
お
け
る
条
例
の
適
用
範
囲
は
、
条
例
第
五
条

に
基
づ
き
、
①
工
事
・
製
造
の
請
負
契
約
、
②
業
務
委
託

契
約
、
③
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度
に
お
け
る
指
定

管
理
協
定
、
の
三
分
野
に
お
い
て
以
下
の
よ
う
に
規
定
さ

れ
て
い
る
。

　

第
一
の
工
事
・
製
造
の
請
負
契
約
で
は
、
予
定
価
格
五

〇
〇
〇
万
円
以
上
の
案
件
と
、
予
定
価
格
に
か
か
わ
ら
ず

市
長
が
特
に
必
要
と
認
め
た
案
件
に
適
用
さ
れ
る
。

　

第
二
の
業
務
委
託
契
約
で
は
、
年
間
委
託
費
の
予
定
価

格
が
一
〇
〇
〇
万
円
以
上
で
、「
多
摩
市
公
契
約
条
例
施

行
規
則
」（
平
成
二
三
年
一
二
月
二
二
日
規
則
第
四
三
号
）

（
以
下
、
施
行
規
則
）
第
三
条
第
一
項
に
定
め
る
案
件
と
、

予
定
価
格
に
か
か
わ
ら
ず
市
長
が
特
に
必
要
と
認
め
た
案

件
に
適
用
さ
れ
る
。
二
〇
一
八
年
現
在
で
は
以
下
の
八
種
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＜資料２＞　多摩市公契約条例・別表 （第８条関係）

１　公契約等に係る労働

条件

　受注者は、第２条第５号ア又はイに該当する労働者の労働条件に関して、次に掲げる法令等を遵守しなけ

ればならないこと。

⑴　労働基準法

⑵　労働組合法（昭和24年法律第174号）

⑶　労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

⑷　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）

⑸　労働契約法（平成19年法律第128号）

⑹　短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）第２条に規定する短時間労働者

にあっては、同法第５条第１項に規定する短時間労働者対策基本方針

２　公契約等に係る請負

条件

　受注者は、第２条第５号ウに該当する者と請負契約を締結するに当たっては、前項各号に掲げる関係法

令の趣旨を尊重した契約条件としなければならないこと。

３　継続雇用 　受注者は、継続性のある業務に関する公契約等を締結する場合は、当該業務に従事する労働者の雇用の

安定並びに当該業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該公契約等の締結前から当該業務に従事し

ていた労働者のうち希望する者を、特段の事情がない限り雇用するように努めること。

４　受注者の連帯責任 　受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等の額が労務報酬下限額を下回ったときは、その差額分の

賃金等について、受注者は当該受注関係者と連帯して支払う義務を負うこと。

５　台帳の整備等 　受注者は、労働者等の氏名、従事する職種、従事した時間、賃金等を支払われるべき日その他規則等で

定める事項を記載した台帳を作成し、作業所等に備え、その記載事項について、市長等が指定する期日ま

でに市長等に報告しなければならないこと。

６　労働者等への周知 　受注者は、次に掲げる事項を、作業所等の労働者等が見やすい場所に掲示し、又は書面を交付すること。

⑴　この条例が適用される労働者等の範囲

⑵　労務報酬下限額

⑶　賃金の支払いについて受注者に連帯責任があること。

⑷　労働基準法に規定する所定労働時間及び休日

⑸　次項の申し出をする場合の連絡先

⑹　次項の申し出をしたことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利益な取り扱いを受けないこと。

７　労働者等の申し出 　労働者等（労働者等であった者を含む。第９項及び第10項において同じ。）は、受注者又は受注関係者

が当該労働者等に対して負う義務を履行していないと認められるときは、市長等又は受注者若しくは受注

関係者に申し出ることができること。

８　不利益取扱いの禁止 　受注者及び受注関係者は、前項の申し出をしたことを理由として、その労働者等に対し、解雇、請負契

約の解除その他の不利益な取り扱いをしてはならないこと。

９　受注者に対する報告

及び立入検査

　市長等は、次の各号のいずれかに該当する場合は、受注者に対して必要な報告を求め、又はその職員

に、当該事業所に立ち入り、労働者等の労働条件若しくは契約条件がわかる書類その他の物件を検査さ

せ、若しくは関係者に質問させることができること。

⑴　労働者等から第７項の申し出があった場合

⑵　この条例に定める事項の遵守状況を確認するために必要があると認める場合

10  受注関係者に対する

報告及び立入検査

　受注者は、受注者と受注関係者との間の契約において、市長等が前項各号のいずれかに該当すると認め

た場合は、受注関係者に対して必要な報告を求め、又は市職員をして当該事業所に立ち入り、労働者等の

労働条件等若しくは契約条件がわかる書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることが

できること。

11  身分証明書の携帯及

び提示

　前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったと

きは、これを提示すること。

12  是正命令 　市長等は、第９項又は第10項の報告又は立入検査の結果、受注者又は受注関係者がこの条例の規定に違

反していると認めるときは、当該受注者に対し、速やかに当該違反を是正するために必要な措置を講ずる

ことを命じること。

13  是正報告 　受注者は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じられた場合には、速

やかに是正の措置を講じ、市長等が定める期日までに、市長等に報告しなければならないこと。

14  公契約等の解除 　市長等は、受注者又は受注関係者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該公契約等を解除する

（当該公契約等が指定管理協定であるときは、当該指定管理協定に関する公の施設の管理の指定を取消

し、又は期間を定めて当該業務の全部若しくは一部の停止を命ずる。）ことができること。

⑴　第９項若しくは第10項の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は第９項若しくは第10項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした

とき。

⑵　第12項の命令に従わないとき。

⑶　前項の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき

15  解除の効果 　前項の規定により公契約等を解除又は指定管理協定に関して指定を取消し若しくは業務の停止を命令

（以下「解除等」という。）した場合において、受注者及び受注関係者に損害が生じても、市長等は、そ

の損害を賠償する責任を負わないこと。

16  公表 　市長等は、公契約等の解除等をしたとき、又は公契約等の終了後に受注者若しくは受注関係者がこの条

例の規定に違反したことが判明したときは、別に定めるところにより公表すること。

17  損害賠償 　受注者は、公契約等の解除等によって市に損害が生じたときは、市長等がやむを得ない理由があると認

めるときを除き、その損害を賠償しなければならないこと。

18  違約金 　市長等は、受注者がこの条例の規定に違反したときは、違約金を徴収することができること。
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⑶　

条
例
の
適
用
対
象
の
労
働
者
の
範
囲

　

条
例
の
適
用
対
象
と
な
る
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
条
例

第
二
条
第
五
号
に
よ
り
、
以
下
の
よ
う
に
規
定
さ
れ
て
い

る
。ア　

受
注
者
又
は
下
請
負
者
（
同
居
の
親
族
の
み
を
使

用
す
る
者
を
除
く
。）
に
雇
用
さ
れ
、
公
契
約
等
に

係
る
業
務
に
従
事
す
る
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
二
年

法
律
第
四
九
号
）
第
九
条
に
規
定
す
る
労
働
者
（
家

事
使
用
人
を
除
く
。）

イ　

労
働
者
派
遣
法
の
規
定
に
よ
り
公
契
約
等
に
係
る

業
務
に
派
遣
さ
れ
る
者

ウ　

自
ら
が
提
供
す
る
労
務
の
対
価
を
得
る
た
め
、
受

注
者
又
は
下
請
負
者
と
の
請
負
の
契
約
に
よ
り
公
契

約
等
に
係
る
業
務
に
従
事
す
る
者

の
業
務
に
適
用
さ
れ
て
い
る
。

①　

施
設
又
は
公
園
の
管
理
業
務
（
市
役
所
本
庁
舎
等

総
合
管
理
業
務
委
託
な
ど
）

②　

施
設
・
下
水
道
管
渠
等
清
掃
業
務
（
公
共
下
水
道

管
渠
調
査
清
掃
業
務
委
託
な
ど
）

③　

街
路
樹
等
の
維
持
管
理
業
務
（
小
中
学
校
他
樹
木

管
理
業
務
委
託
な
ど
）

④　

可
燃
物
等
の
収
集
運
搬
業
務
（
可
燃
物
等
収
集
運

搬
業
務
委
託
な
ど
）

⑤　

送
迎
バ
ス
の
運
行
業
務
（
移
動
教
室
及
び
合
同
実

踏
送
迎
要
バ
ス
借
上
な
ど
）

⑥　

子
育
て
支
援
に
関
す
る
業
務
（
学
童
ク
ラ
ブ
運
営

業
務
委
託
な
ど
）

⑦　

高
齢
者
支
援
に
関
す
る
業
務
（
通
所
型
短
期
集
中

予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
業
務
委
託
な
ど
）

⑧　

障
が
い
者
支
援
に
関
す
る
業
務
（
地
域
活
動
支
援

セ
ン
タ
ー
事
業
業
務
委
託
な
ど
）

　

第
三
の
指
定
管
理
協
定
で
は
、
市
長
も
し
く
は
市
教
育

委
員
会
が
必
要
を
認
め
た
も
の
に
適
用
さ
れ
る
。
二
〇
一

八
年
現
在
は
、
施
行
規
則
第
三
条
第
二
項
に
よ
り
、
二
九

施
設
の
指
定
管
理
協
定
に
適
用
と
な
っ
て
い
る
。

　

図
表
１
は
、
条
例
施
行
後
、
公
契
約
制
度
が
適
用
さ
れ

た
契
約
の
件
数
を
分
野
別
に
一
覧
化
し
た
も
の
で
あ
る
。

二
〇
一
二
年
度
と
二
〇
一
七
年
度
を
単
純
に
比
較
す
る

と
、
工
事
は
四
倍
と
大
幅
に
増
加
、
委
託
は
約
三
五
％
の

増
加
（
四
八
件
→
七
四
件
）
で
あ
る
。
指
定
管
理
は
施
設

数
で
は
な
く
協
定
の
数
だ
が
、
こ
の
六
年
間
は
六
～
七
件

の
水
準
を
維
持
し
て
い
る
。

　

す
な
わ
ち
、元
請
け
の
事
業
者
に
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
、

下
請
け
・
再
委
託
の
事
業
者
に
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
、
派

遣
労
働
者
、
い
わ
ゆ
る
一
人
親
方
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
条
例
適
用
対
象
の
労
働
者
に
は
、
条
例
の
別

表
に
よ
り
、
以
下
の
二
つ
の
権
利
が
保
障
さ
れ
る
。
一
つ

は
申
し
出
を
行
う
権
利
（
第
七
）
で
、
受
注
者
等
が
義
務

を
履
行
し
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
、
市
等
に
そ
の

旨
を
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。
も
う
一
つ
は
不
利
益
取

扱
い
の
禁
止
（
第
八
）
で
、
右
記
の
申
し
出
を
行
っ
た
場

合
、
そ
の
こ
と
を
理
由
に
解
雇
や
請
負
契
約
の
解
除
な
ど

の
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
注
者
等
か
ら
受
け
な
い
こ
と
で

あ
る
。

　

な
お
、
多
摩
市
の
制
度
の
主
な
特
徴
の
一
つ
と
し
て
、

満
六
〇
歳
以
上
の
者
は
条
例
の
適
用
除
外
と
な
っ
て
い
る

こ
と
（
条
例
第
二
条
第
五
号
）
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
は

高
齢
者
の
雇
用
機
会
の
確
保
が
企
図
さ
れ
て
の
対
応
で
あ

る
。

　

⑷　

労
務
報
酬
下
限
額
の
算
出
に
あ
た
っ
て
の
考
え
方

　

労
務
報
酬
下
限
額
は
、
市
長
が
公
契
約
審
議
会
に
諮
問

し
、
審
議
会
の
答
申
を
踏
ま
え
て
毎
年
度
改
定
さ
れ
て
い

る
。

　

図
表
２
は
、
二
〇
一
二
～
一
八
年
度
の
労
務
報
酬
下
限

額
の
推
移
を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。現
状
を
見
る
限
り
、

多
摩
市
で
は
、
①
業
務
委
託
・
指
定
管
理
協
定
、
②
工
事

等
の
熟
練
労
働
者
以
外
の
者
（
以
下
、
未
熟
練
労
働
者
）、

①
工
事
等
の
熟
練
労
働
者
、
の
三
つ
の
区
分
で
、
そ
れ
ぞ

＜図表１＞ 多摩市の公契約制度適用契約･
　　　　　 協定の件数（2012～17年度）
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＜図表２＞　多摩市の公契約における労務報酬下限額および算定根拠の推移（2012～18年度）

＜図表３＞　多摩市の公契約における業務委託の職種別労務報酬下限額の推移（2012～18年度）
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＜図表４＞　多摩市の公契約における工事等の熟練労働者の労務報酬下限額（１時間当たり）の推移
　　　　　　（2012～18年度）
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理
協
定
の
区
分
か
ら
分
離
さ
れ
、
独
自
の
考
え
方
に
基
づ

い
て
算
出
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

二
〇
一
五
年
度
か
ら
採
用
さ
れ
た
考
え
方
は
、「
二
〇

一
四
年
一
〇
月
一
日
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
の
軽
作
業

員
の
一
時
間
あ
た
り
単
価
の
九
〇
％
に
六
五
％
を
乗
じ
た

額
」（
九
八
八
円
）
を
下
限
額
と
し
、
二
〇
一
六
年
度
も

こ
れ
を
継
続
し
た
。

　

二
〇
一
七
年
度
以
降
は
考
え
方
を
再
び
改
め
、「
市
場

の
賃
金
実
態
等
を
勘
案
す
る
」
こ
と
と
し
、
二
〇
一
七
年

度
お
よ
び
二
〇
一
八
年
度
は
一
〇
〇
〇
円
を
下
限
額
と
し

て
い
る
。

　

ウ　

工
事
等
の
熟
練
労
働
者

　

当
初
か
ら
「
前
年
度
の
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
の
九

〇
％
」
を
下
限
額
と
す
る
こ
と
で
一
貫
し
て
い
る
が
、
二

〇
一
五
年
度
か
ら
は
、
当
初
か
ら
の
基
本
的
な
考
え
方
を

続
け
て
採
用
し
つ
つ
も
、「
前
年
一
〇
月
一
日
現
在
の
公

共
工
事
設
計
労
務
単
価
を
八
で
割
り
返
し
た
一
時
間
あ
た

り
単
価
の
九
〇
％
」
を
下
限
額
と
し
て
い
る
。

　

二
〇
一
二
～
一
八
年
度
に
お
け
る
工
事
等
の
熟
練
労
働

者
の
労
務
報
酬
下
限
額
の
推
移
に
つ
い
て
は
図
表
４
に
ま

と
め
た
と
お
り
で
あ
る
。

　

⑸　

受
注
者
が
市
に
提
出
す
る
労
務
台
帳
の
記
載
内
容

　
　

と
確
認
事
項

　

公
契
約
制
度
の
適
用
に
な
っ
た
工
事
や
業
務
委
託
な
ど

の
受
注
者
（
元
請
け
の
事
業
者
）
は
、
条
例
第
八
条
、
施

れ
の
下
限
額
と
そ
の
算
出
根
拠
（
考
え
方
）
を
示
す
か
た

ち
に
な
っ
て
い
る
。

　

ア　

業
務
委
託
・
指
定
管
理
協
定

　

二
〇
一
二
年
度
か
ら
二
〇
一
五
年
度
前
半
期
（
二
〇
一

五
年
四
月
～
九
月
三
〇
日
）
ま
で
は
「
生
活
保
護
基
準
（
一

九
歳
単
身
、
一
級
地
－
一
）
を
基
に
、
公
務
員
の
年
間
労

働
時
間
数
（
祝
祭
日
除
く
）
で
割
り
返
す
」
と
い
う
考
え

方
に
基
づ
き
、
公
契
約
制
度
適
用
対
象
の
全
職
種
・
全
協

定
に
お
け
る
下
限
額
を
一
律
九
〇
三
円
と
し
て
い
た
。

　

し
か
し
、
二
〇
一
五
年
一
〇
月
一
日
に
適
用
と
な
っ
た

東
京
都
の
最
低
賃
金
が
九
〇
七
円（
前
年
度
比
一
九
円
増
）

と
な
り
、
右
記
の
下
限
額
（
九
〇
三
円
）
を
上
回
っ
た
こ

と
を
受
け
、
二
〇
一
五
年
後
半
期
（
二
〇
一
五
年
一
〇
月

一
日
～
二
〇
一
六
年
三
月
三
一
日
）
に
お
け
る
下
限
額
を

東
京
都
の
最
低
賃
金
を
基
準
と
し
て
九
〇
七
円
に
引
き
上

げ
た
。

　

さ
ら
に
二
〇
一
六
年
度
以
降
は
、
図
表
３
の
と
お
り
、

業
務
の
質
の
確
保
な
ど
を
目
的
に
、
職
種
別
で
下
限
額
を

定
め
る
方
式
に
切
り
替
わ
っ
た
。
こ
の
方
式
の
拡
大
が
審

議
会
で
引
き
続
き
検
討
さ
れ
て
い
る
。

　

イ　

工
事
等
の
熟
練
労
働
者
以
外
の
者

　

二
〇
一
二
～
一
四
年
度
は
業
務
委
託
・
指
定
管
理
協
定

と
同
じ
区
分
に
含
ま
れ
、「
生
活
保
護
基
準（
一
九
歳
単
身
、

一
級
地
－
一
）
を
基
に
、公
務
員
の
年
間
労
働
時
間
数
（
祝

祭
日
除
く
）
で
割
り
返
す
」
と
い
う
考
え
方
で
算
定
さ
れ

て
い
た
が
、
二
〇
一
五
年
度
以
降
は
業
務
委
託
・
指
定
管

行
規
則
第
四
条
に
従
い
、
労
務
台
帳
を
毎
月
作
成
し
、
市

に
提
出
す
る
義
務
を
負
う
。

　

労
務
台
帳
に
記
載
す
る
内
容
は
、
条
例
別
表
（
第
八
条

関
係
）
第
五
項
に
よ
れ
ば
、
従
事
者
等
の
氏
名
、
従
事
す

る
職
種
、
従
事
し
た
時
間
、
賃
金
等
を
支
払
わ
れ
る
日
、

そ
の
他
規
則
等
で
定
め
る
事
項
、
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
の

他
規
則
で
定
め
る
事
項
は
、
施
行
規
則
第
四
条
に
よ
り
、

①
公
契
約
等
の
契
約
番
号
及
び
件
名
、
②
公
契
約
等
の
履

行
場
所
、
履
行
開
始
日
及
び
履
行
期
限
、
③
受
注
者
等
の

氏
名
及
び
所
在
地
（
法
人
そ
の
他
団
体
に
あ
っ
て
は
、
名

称
及
び
代
表
者
の
氏
名
並
び
に
事
務
所
の
所
在
地
）、
担

当
者
名
、
担
当
部
署
及
び
連
絡
先
、
④
労
務
報
酬
下
限
額
、

⑤
賃
金
等
の
支
払
方
法
、
⑥
公
契
約
等
の
業
務
に
従
事
し

た
時
間
数
、
⑦
労
務
報
酬
下
限
額
に
次
条
に
規
定
す
る
算

定
労
働
時
間
数
を
乗
じ
た
基
準
額
、
の
七
項
目
が
定
め
ら

れ
て
い
る
。

　

市
の
作
成
す
る
台
帳
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
は
、
表
計
算
ソ

フ
ト
（
エ
ク
セ
ル
）
で
作
成
さ
れ
た
表
で
あ
り
、
条
例
施

行
後
、
徐
々
に
担
当
職
員
ら
の
手
に
よ
り
現
行
の
か
た
ち

に
改
良
さ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
表
中
に
は
計
算
式
が

組
み
込
ま
れ
て
お
り
、
受
注
者
が
従
事
者
の
氏
名
、
職
種
、

時
間
数
（
入
力
必
須
の
労
働
日
数
、
所
定
労
働
時
間
、
総

労
働
時
間
と
、
該
当
が
あ
る
場
合
の
み
に
入
力
す
る
時
間

外
労
働
時
間
、
深
夜
労
働
時
間
、
休
日
労
働
時
間
）
を
入

力
す
れ
ば
、
自
動
的
に
、
算
定
労
働
時
間
数
、
労
務
報
酬

下
限
額
、
基
準
額
（
月
あ
た
り
の
合
計
額
）
が
表
示
さ
れ

る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

　

市
は
提
出
さ
れ
た
台
帳
に
基
づ
き
、
労
務
報
酬
下
限
額
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化
す
る
効
果
が
期
待
で
き
る
。

　

第
二
に
、
先
述
の
と
お
り
、
受
注
者
が
基
本
的
な
情
報

を
入
力
す
る
こ
と
で
、
市
が
チ
ェ
ッ
ク
す
る
べ
き
事
項
が

自
動
的
に
計
算
さ
れ
る
よ
う
統
一
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
が
設
計

さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
受
注
者
側
の

入
力
作
業
が
簡
易
化
さ
れ
、
早
期
の
作
業
の
習
熟
も
期
待

で
き
る
。
記
入
内
容
に
不
備
な
ど
が
あ
れ
ば
、
市
か
ら
当

該
事
業
者
に
連
絡
を
す
る
と
い
う
。

　

市
に
よ
る
と
、
労
務
台
帳
に
つ
い
て
は
、
制
度
施
行
当

初
、
総
務
契
約
課
お
よ
び
各
原
課
は
事
業
者
と
の
や
り
と

り
で
一
定
の
苦
労
が
あ
っ
た
。
市
と
事
業
者
の
双
方
に

と
っ
て
実
効
的
な
仕
組
み
を
相
互
に
確
認
し
な
が
ら
つ

く
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
い
う
。

　

⑹　

受
注
者
の
連
帯
責
任
、
契
約
違
反
の
罰
則
な
ど

　

条
例
適
用
対
象
労
働
者
に
労
務
報
酬
下
限
額
を
下
回
る

賃
金
が
支
払
わ
れ
た
場
合
、
そ
の
対
応
と
し
て
は
、
ま
ず

条
例
の
別
表
に
「
受
注
者
の
連
帯
責
任
」
と
し
て
、「
受

注
関
係
者
が
労
働
者
等
に
対
し
て
支
払
っ
た
賃
金
等
の
額

が
労
務
報
酬
下
限
額
を
下
回
っ
た
と
き
は
、
そ
の
差
額
分

の
賃
金
等
に
つ
い
て
、
受
注
者
は
当
該
受
注
関
係
者
と
連

帯
し
て
支
払
う
義
務
を
負
う
こ
と
」と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

労
務
報
酬
下
限
額
を
下
回
る
賃
金
を
支
払
っ
た
直
接
の
当

事
者
が
何
次
下
請
け
者
で
あ
ろ
う
が
、
下
限
額
を
下
回
っ

た
分
の
差
額
の
支
払
い
は
、
連
帯
責
任
で
受
注
者
（
元
請

け
）
が
支
払
い
義
務
を
持
つ
。

　

あ
わ
せ
て
、
前
節
で
紹
介
し
た
と
お
り
、
条
例
適
用
対

を
上
回
る
賃
金
等
を
事
業
者
が
労
働
者
に
支
払
っ
て
い
る

か
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
品
質
確
保
の
観
点
か
ら
、
従

事
者
は
熟
練
者
を
八
割
以
上
確
保
し
、
未
熟
練
者
を
二
割

以
下
に
抑
え
る
よ
う
各
事
業
者
に
求
め
て
い
る
。
賃
金
支

出
を
抑
え
る
た
め
に
未
熟
練
者
を
多
く
雇
う
と
、
品
質

が
十
分
に
確
保
さ
れ
な
い
た
め
で
あ
る
。
労
務
台
帳
の

フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
で
は
、
こ
の
点
も
チ
ェ
ッ
ク
で
き
る
よ
う

配
慮
さ
れ
て
い
る（
６
）。

　

以
上
の
点
が
全
て
ク
リ
ア
さ
れ
れ
ば
、
表
の
中
央
付
近

に
あ
る
「
労
務
報
酬
下
限
額
確
認
」
の
項
目
の
右
欄
に
「
上

記
労
務
報
酬
計
算
期
間
に
お
け
る
下
記
労
働
者
に
支
払
っ

た
報
酬
額
は
、
各
労
働
者
に
支
払
わ
れ
る
べ
き
下
記
基
準

額
を
超
え
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
ま
し
た
。」
と
表
記
さ

れ
る
。

　

台
帳
の
作
成
を
め
ぐ
っ
て
は
、
毎
年
の
事
業
者
ア
ン
ケ
ー

ト
で
も
当
初
か
ら
苦
情
が
多
い
と
の
こ
と
で
あ
り
、
受
注

者
側
の
負
担
の
大
き
さ
が
う
か
が
え
る
。特
に
元
請
け
は
、

下
請
け
事
業
者
の
雇
う
従
事
者
に
関
す
る
こ
と
も
、
自
ら

の
責
任
で
台
帳
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一
方
、

提
出
を
受
け
る
市
所
管
課
の
側
も
、
確
認
作
業
自
体
が
大

き
な
負
担
に
な
り
う
る
。

　

受
注
者
と
市
所
管
課
の
負
担
を
減
ら
す
工
夫
と
し
て
、

第
一
に
、
市
の
作
成
し
た
統
一
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
を
用
い

て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
各
事
業
者
が
そ
れ
ぞ
れ
の

様
式
で
つ
く
る
台
帳
を
全
て
確
認
す
る
の
は
統
一
性
が
な

い
た
め
非
常
に
困
難
で
あ
り
、
こ
れ
に
比
べ
る
と
、
記
入

の
様
式
を
統
一
化
す
る
こ
と
自
体
、
受
注
者
側
が
提
出
す

る
情
報
を
絞
り
込
み
、
市
所
管
課
側
の
確
認
作
業
を
効
率

象
と
な
っ
た
労
働
者
に
は
、
別
表
に
よ
り
、
賃
金
等
の
額

が
労
務
報
酬
下
限
額
を
下
回
っ
た
と
き
、
申
し
出
を
行
う

権
利
と
、
不
利
益
取
扱
い
の
禁
止
が
保
障
さ
れ
て
い
る
。

　

適
用
対
象
労
働
者
か
ら
右
記
の
申
し
出
が
市
に
対
し
て

な
さ
れ
た
場
合
、
あ
る
い
は
、
市
の
判
断
で
必
要
と
認
め

る
場
合
、
市
は
「
受
注
関
係
者
に
対
し
て
必
要
な
報
告
を

求
め
、
又
は
市
職
員
を
し
て
当
該
事
業
所
に
立
ち
入
り
、

労
働
者
等
の
労
働
条
件
等
若
し
く
は
契
約
条
件
が
わ
か
る

書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
、
若
し
く
は
関
係
者
に

質
問
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
」
と
し
て
い
る
。

　

そ
の
上
で
、
右
記
の
報
告
や
立
入
検
査
の
結
果
、
受
注

者
や
下
請
け
者
が
こ
の
条
例
の
規
定
に
違
反
し
て
い
る
と

認
め
る
と
き
は
、
市
長
等
は
、
当
該
受
注
者
等
に
対
し
、

速
や
か
に
当
該
違
反
を
是
正
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
こ
と
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
。
一

方
、
違
反
の
是
正
命
令
を
受
け
た
受
注
者
は
、「
速
や
か

に
是
正
の
措
置
を
講
じ
、市
長
等
が
定
め
る
期
日
ま
で
に
、

市
長
等
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
」
と
さ
れ
て

い
る
。

　

さ
ら
に
、
違
反
を
し
た
受
注
者
が
、
是
正
命
令
に
従
わ

な
い
、
虚
偽
の
報
告
、
立
入
検
査
の
拒
否
・
妨
害
・
忌
避

な
ど
の
対
応
を
し
た
場
合
に
は
、
市
は
、
損
害
賠
償
責
任

を
負
う
こ
と
な
く
、
当
該
公
契
約
等
を
解
除
す
る
こ
と
な

ど
が
で
き
る
と
し
て
い
る
。

　

違
反
し
た
事
業
者
に
対
す
る
罰
則
と
し
て
は
、
事
業
者

名
の
公
表
、
市
の
受
け
た
損
害
の
賠
償
の
ほ
か
、
違
約
金

の
徴
収
も
可
能
と
さ
れ
て
い
る
。
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踏
ま
え
た
水
準
で
、
工
事
や
業
務
委
託
な
ど
の
関
係
予
算

の
要
求
を
す
る
よ
う
通
知
が
行
わ
れ
る
。

　

あ
わ
せ
て
、
次
節
で
述
べ
る
よ
う
に
、
多
摩
市
の
場
合
、

公
契
約
条
例
の
全
面
施
行
に
合
わ
せ
、
総
合
評
価
落
札
方

式
も
本
格
実
施
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
も
総
務
契
約
課
の

業
務
を
相
当
増
や
す
原
因
と
な
り
う
る
。

　

こ
れ
ら
の
業
務
が
増
え
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
多

摩
市
の
場
合
、
契
約
係
の
職
員
の
増
員
や
、
公
契
約
担
当

職
員
の
配
置
な
ど
の
対
応
を
こ
の
間
行
っ
て
き
て
い
な
い
。

そ
の
た
め
、
現
状
で
は
専
ら
総
務
契
約
課
長
と
契
約
係
長

が
こ
れ
ら
の
業
務
を
担
当
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。

限
ら
れ
た
職
員
数
で
増
加
し
た
業
務
に
対
応
す
る
た
め
、

前
節
で
紹
介
し
た
労
務
台
帳
の
確
認
作
業
上
の
負
担
軽
減

な
ど
、
工
夫
が
続
け
ら
れ
て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
時
、
総
務
契
約
課
長
か

ら
、
仕
事
の
し
か
た
の
変
化
に
関
わ
っ
て
、
条
例
制
定
前

は
不
正
の
な
い
入
札
・
契
約
の
遂
行
と
、
低
価
格
で
の
調

達
の
実
現
に
終
始
し
て
い
た
の
が
、
制
定
後
は
労
務
報
酬

下
限
額
の
チ
ェ
ッ
ク
を
通
じ
て
労
働
者
や
市
民
の
こ
と
を

考
え
る
よ
う
に
な
り
、
仕
事
の
し
か
た
が
根
本
的
に
深
く

な
っ
た
、
と
い
う
趣
旨
の
発
言
が
あ
っ
た
。

４
．
総
合
評
価
落
札
方
式
の
本
格
実
施

　

⑴　

導
入
の
背
景

　

公
契
約
条
例
と
は
直
接
関
係
し
な
い
が
、
前
節
で
も
触

れ
た
と
お
り
、
多
摩
市
で
は
、
二
〇
一
二
年
四
月
の
公
契

　

⑺　

条
例
制
定
後
、
入
札
・
契
約
の
主
管
課
の
仕
事
は

　
　

ど
う
変
わ
っ
た
か

　

公
契
約
条
例
に
関
す
る
業
務
も
含
め
、
入
札
・
契
約
に

関
す
る
事
務
・
業
務
を
所
管
す
る
総
務
契
約
課
に
、
同
条

例
制
定
後
に
お
い
て
、
制
定
前
と
比
べ
て
ど
の
よ
う
な
変

化
が
あ
っ
た
か
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
第
一
声
と
し
て
「
仕
事

が
増
え
た
」
と
回
答
さ
れ
た
。

　

実
際
、
条
例
の
制
定
に
よ
り
、
総
務
契
約
課
で
対
応
す

る
主
な
業
務
と
し
て
は
以
下
の
も
の
が
増
え
て
い
る
。

　

第
一
は
、
前
節
で
紹
介
し
た
、
受
注
者
が
市
へ
の
提
出

を
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
労
務
台
帳
を
受
け
取
り
、
労
働

者
に
労
務
報
酬
下
限
額
以
上
の
賃
金
等
が
支
払
わ
れ
て
い

る
か
、
労
働
者
の
う
ち
熟
練
労
働
者
が
八
割
以
上
確
保
さ

れ
て
い
る
か
を
確
認
す
る
作
業
で
あ
る
。
条
例
に
従
い
、

台
帳
は
毎
月
提
出
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
総
務
契
約

課
に
は
そ
れ
ら
の
確
認
の
作
業
が
相
応
に
求
め
ら
れ
る
。

　

第
二
に
、
公
契
約
審
議
会
の
運
営
に
関
す
る
業
務
で
あ

る
。
会
議
の
開
催
に
あ
た
っ
て
の
民
間
委
員
へ
の
連
絡
や

調
整
な
ど
に
関
す
る
業
務
の
ほ
か
、
毎
回
の
会
議
に
提
出

さ
れ
る
説
明
資
料
の
作
成
の
作
業
も
あ
る
。
資
料
の
内
容

と
し
て
は
、
審
議
会
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
見
る
限
り
、
毎

年
実
施
し
て
い
る
受
注
者
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
の
ま
と

め
、
市
内
の
賃
金
実
態
に
関
す
る
情
報
収
集
な
ど
、
一
定

の
時
間
と
労
力
を
要
す
る
も
の
も
含
ま
れ
る
。

　

第
三
は
、各
原
課
へ
の
予
算
要
求
の
際
の
指
導
で
あ
る
。

次
年
度
予
算
の
概
算
要
求
が
始
ま
る
に
あ
た
っ
て
は
、
総

務
契
約
課
か
ら
各
原
課
に
対
し
、
公
契
約
条
例
の
趣
旨
を

約
条
例
の
全
面
施
行
に
合
わ
せ
て
、
入
札
に
お
け
る
総
合

評
価
落
札
方
式
の
実
施
を
本
格
的
に
ス
タ
ー
ト
さ
せ
て
い

る
。
二
〇
〇
八
年
八
月
か
ら
工
事
分
野
の
条
件
付
き
一
般

競
争
入
札
と
し
て
試
行
し
て
い
た
の
を
、
二
〇
一
二
年
四

月
か
ら
本
格
実
施
に
切
り
替
え
た
。

　

多
摩
市
で
は
二
〇
〇
二
年
、
当
時
の
現
職
の
市
長
が
収

賄
の
容
疑
で
逮
捕
さ
れ
、
引
責
辞
任
し
た
と
い
う
経
過
が

あ
る
。
こ
れ
以
降
、
入
札
・
契
約
制
度
の
改
革
が
市
政
の

重
要
課
題
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
、
予
定
価
格
の
公
表
な

ど
、
関
係
す
る
取
り
組
み
が
積
み
重
ね
ら
れ
て
い
た
。
二

〇
〇
八
年
度
か
ら
の
総
合
評
価
落
札
方
式
の
試
行
も
、
二

〇
一
二
年
度
か
ら
の
公
契
約
条
例
の
全
面
施
行
お
よ
び
総

合
評
価
落
札
方
式
の
本
格
実
施
も
、
二
〇
〇
二
年
の
右
記

の
事
件
を
契
機
と
し
た
、
入
札
改
革
の
文
脈
の
中
で
進
め

ら
れ
た
も
の
と
言
え
る
。

　

⑵　

実
施
概
要

　

総
合
評
価
落
札
方
式
は
、
試
行
の
段
階
か
ら
工
事
分
野

の
条
件
付
き
一
般
競
争
入
札
で
実
施
さ
れ
て
い
た
。
実
施

目
的
は
、
①
品
質
向
上
、
技
術
開
発
・
促
進
と
合
わ
せ
て

評
価
す
る
こ
と
に
よ
る
経
済
性
・
効
率
性
の
追
求
、
②
地

元
へ
の
貢
献
、
③
ダ
ン
ピ
ン
グ
防
止
、
不
適
格
業
者
の
排

除
、
の
三
点
と
い
う
。

　

本
格
実
施
後
の
適
用
基
準
は
、
予
定
価
格
五
〇
〇
〇
万

円
以
上
の
工
事
で
あ
る
。
こ
れ
は
公
契
約
条
例
の
適
用
さ

れ
る
工
事
の
予
定
価
格
の
基
準
額
と
共
通
で
あ
る
。

　

国
の
提
示
す
る
総
合
評
価
落
札
方
式
の
四
タ
イ
プ
（
高
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５
．
公
契
約
制
度
の
評
価
と
課
題
へ
の
対
応

　

⑴　

条
例
制
定
の
メ
リ
ッ
ト

　

公
契
約
条
例
を
制
定
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
メ

リ
ッ
ト
に
つ
い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
以
下
の
二
点
が
挙
げ

ら
れ
た
。

　

一
つ
は
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
の
抑
制
で
あ
る
。
一
般
競
争
入

札
は
入
札
参
加
資
格
に
制
限
が
な
い
た
め
、
不
誠
実
な
事
業

者
が
応
札
し
ダ
ン
ピ
ン
グ
を
仕
掛
け
て
く
る
事
態
を
防
止
す

る
に
は
一
定
の
工
夫
が
求
め
ら
れ
る
。
公
契
約
制
度
は
労
務

報
酬
下
限
額
を
定
め
、
一
定
の
水
準
以
上
の
賃
金
等
の
支
払

い
を
契
約
上
の
義
務
と
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
そ
も
そ
も

ダ
ン
ピ
ン
グ
を
仕
掛
け
る
よ
う
な
事
業
者
が
低
価
格
で
落
札

し
、
契
約
を
締
結
し
て
も
、
履
行
が
難
し
い
。
不
誠
実
な
事

業
者
を
排
除
し
、
適
正
な
入
札
・
契
約
の
環
境
を
整
備
す
る

こ
と
は
、
地
元
の
健
全
な
事
業
者
の
経
営
を
守
り
、
ひ
い
て

は
地
域
経
済
や
市
民
生
活
へ
の
貢
献
に
も
寄
与
す
る
。

　

二
つ
は
、
サ
ヤ
抜
き
構
造
の
改
革
、
い
わ
ゆ
る
ピ
ン
ハ

ネ
の
抑
制
で
あ
る
。
公
契
約
制
度
は
労
務
報
酬
下
限
額
以

上
の
賃
金
等
の
支
払
い
に
「
受
注
者
の
連
帯
責
任
」
を
定

め
、
そ
れ
が
履
行
さ
れ
な
い
場
合
は
受
注
者
（
元
請
け
）

の
責
任
で
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
確
認
の
た

め
の
労
務
台
帳
の
作
成
・
提
出
も
受
注
者
の
責
任
で
遂
行

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
う
し
た
制
度
の
も
と
で
は
、

下
請
け
が
多
層
化
す
る
こ
と
は
労
務
管
理
お
よ
び
台
帳
整

備
の
コ
ス
ト
の
観
点
か
ら
も
望
ま
し
く
な
い
。
多
摩
市
で

は
実
際
に
、
条
例
施
行
後
、
六
～
七
次
下
請
け
が
広
く
行

度
技
術
提
案
型
、
標
準
型
、
簡
易
型
、
特
別
簡
易
型
）
の

区
分
で
は
、
多
摩
市
の
場
合
、
施
工
計
画
を
評
価
項
目
に

加
え
る
「
簡
易
型
」
と
、
そ
れ
を
加
え
な
い
「
特
別
簡
易

型
」
の
二
タ
イ
プ
を
導
入
し
て
お
り
、
前
者
は
事
業
者
の

技
術
力
を
確
認
し
た
い
と
き
に
実
施
す
る
と
い
う
。
い
ず

れ
を
選
択
す
る
か
は
、
案
件
ご
と
に
総
合
評
価
落
札
方
式

審
査
会
で
判
断
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

　

評
価
方
法
は
加
算
方
式
で
、
価
格
点
と
価
格
以
外
の
評

価
点
を
合
計
し
て
評
価
す
る
。
価
格
以
外
の
評
価
点
は
、

特
別
簡
易
型
の
場
合
、「
企
業
の
技
術
力
」（
二
八
点
満
点
）

と
「
企
業
の
信
頼
性
・
社
会
性
」（
一
四
点
満
点
）
の
計

四
二
点
満
点
で
評
価
さ
れ
る
。
簡
易
型
の
場
合
、「
企
業

の
技
術
力
」
の
評
価
項
目
に
「
施
工
計
画
」（
一
五
点
満
点
）

が
加
え
ら
れ
、
計
五
七
点
満
点
で
評
価
さ
れ
る
。
簡
易
型

に
お
け
る
価
格
以
外
の
評
価
項
目
お
よ
び
配
点
は
図
表
５

の
と
お
り
で
あ
る
。

　

落
札
者
の
選
定
に
あ
た
っ
て
は
、
有
識
者
二
名
の
意
見

を
事
前
に
聴
取
し
、
前
出
の
総
合
評
価
落
札
方
式
審
査
会

で
審
査
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
同
審
査
会
の
事
務
局

は
、
総
務
契
約
課
が
総
括
し
て
い
る
。

　

二
〇
一
七
年
度
の
実
績
は
一
九
件
で
、
金
額
と
し
て
は

計
二
二
億
七
〇
八
六
万
九
七
四
七
円
と
の
こ
と
で
あ
る
。

う
ち
簡
易
型
は
一
件
、
特
別
簡
易
型
一
八
件
で
あ
る
。
簡

易
型
の
実
績
は
年
一
～
二
件
程
度
、
大
型
工
事
に
適
用
さ

れ
る
傾
向
が
あ
る
。

わ
れ
て
い
た
比
較
的
大
規
模
な
工
事
な
ど
で
も
、
三
次
下

請
け
ま
で
に
留
め
る
効
果
が
出
て
い
る
と
い
う
。
下
請
け

の
多
層
化
の
抑
制
は
ピ
ン
ハ
ネ
の
抑
制
に
つ
な
が
り
、
労

働
者
の
賃
金
等
の
水
準
確
保
に
つ
な
が
る
。

　

こ
の
ほ
か
、
冒
頭
で
触
れ
た
市
民
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
の

発
言
か
ら
補
足
す
れ
ば
、
追
加
経
費
の
問
題
が
改
善
さ
れ

た
こ
と
も
、
特
に
事
業
者
側
の
メ
リ
ッ
ト
の
一
つ
と
し
て

挙
げ
ら
れ
う
る
。工
事
等
で
追
加
経
費
が
発
生
し
た
場
合
、

本
来
は
発
注
者
で
あ
る
市
が
設
計
変
更
で
対
応
す
る
の
が

筋
だ
が
、
そ
の
場
合
は
議
会
承
認
の
手
続
き
が
必
要
で
あ

る
。
条
例
第
八
条
に
あ
る
「
市
長
又
は
管
理
者
及
び
受
注

者
が
相
互
に
対
等
平
等
な
関
係
に
あ
る
こ
と
」
と
い
う
文

言
が
あ
ら
た
め
て
想
起
さ
れ
る
。

　

⑵　

公
契
約
制
度
の
諸
課
題
へ
の
対
応

　

公
契
約
条
例
に
関
す
る
重
要
事
項
や
今
後
検
討
す
べ
き

課
題
と
し
て
は
こ
の
間
、審
議
会
の
求
め
る
検
討
事
項
に
、

大
き
く
は
、
①
労
務
台
帳
の
改
善
、
②
条
例
の
市
民
周
知

の
方
法
、
③
労
務
報
酬
下
限
額
の
考
え
方
、
基
準
の
整
理
、

の
三
点
が
提
起
さ
れ
て
い
る
。

　

す
で
に
着
手
さ
れ
て
い
る
改
善
策
と
し
て
、
第
一
に
、

市
職
員
へ
の
公
契
約
制
度
に
関
す
る
研
修
の
実
施
が
挙
げ

ら
れ
る
。
公
契
約
制
度
は
、
同
制
度
の
所
管
課
の
職
員
だ

け
が
制
度
の
趣
旨
を
熟
知
し
て
い
れ
ば
問
題
な
く
進
展
し

て
い
く
と
い
う
も
の
で
は
な
く
、
日
常
的
に
契
約
事
務
の

処
理
や
工
事
等
の
予
算
の
要
求
な
ど
に
携
わ
る
各
原
課
の

職
員
へ
の
理
解
の
浸
透
も
不
可
欠
で
あ
る
。
多
摩
市
の
場
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＜図表５＞　多摩市の総合評価落札方式（簡易型）の評価項目・配点一覧
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こ
の
ほ
か
、
現
状
で
は
六
〇
歳
以
上
の
労
働
者
を
適
用

除
外
と
し
て
い
る
規
定
や
、
労
務
報
酬
下
限
額
の
算
定
の

考
え
方
の
妥
当
性
な
ど
に
つ
い
て
も
、現
状
に
満
足
せ
ず
、

よ
り
良
い
選
択
肢
が
あ
る
か
ど
う
か
を
調
査
・
検
討
す
る
こ

と
が
、
引
き
続
き
審
議
会
で
の
課
題
に
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

６
．
ま
と
め
に
代
え
て

－
多
摩
市
の
取
り
組
み
に
学
ぶ

　

以
上
で
見
て
き
た
、
多
摩
市
の
公
契
約
条
例
に
基
づ
く

合
、
審
議
会
が
設
立
当
初
よ
り
こ
の
課
題
を
提
言
し
て
お

り
、
概
ね
二
年
に
一
回
の
ス
パ
ン
で
職
員
研
修
会
が
開
催

さ
れ
て
い
る
。

　

二
つ
は
、
公
契
約
制
度
の
適
用
さ
れ
た
工
事
等
で
働
く

労
働
者
や
、
広
く
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
す
る
一
般
市
民

に
対
し
、
制
度
に
関
す
る
周
知
を
図
り
、
趣
旨
の
理
解
を

広
げ
る
こ
と
で
あ
る
。
現
状
で
は
、
工
事
等
の
囲
い
の
外

壁
に
ポ
ス
タ
ー
（
資
料
３
）
を
掲
げ
、
当
該
工
事
現
場
・

業
務
等
に
は
公
契
約
制
度
が
適
用
さ
れ
、
労
務
報
酬
下
限

額
が
設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
、
当
該
工
事
等
に
従
事
す

る
労
働
者
や
一
般
市
民
に
対
し
て
知
ら
し
め
る
取
り
組
み

が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
ポ
ス
タ
ー
の
デ
ザ
イ
ン
は
、市
民
、

市
役
所
、
労
働
者
の
三
者
が
一
体
に
な
っ
て
良
い
工
事
を

進
め
て
い
る
と
い
う
こ
と
を
イ
メ
ー
ジ
さ
せ
る
た
め
、
わ

か
り
や
す
く
柔
ら
か
い
も
の
に
し
た
と
の
こ
と
で
あ
る
。

　

対
応
中
の
大
き
な
課
題
と
し
て
、
複
数
年
契
約
に
か
か

る
労
務
報
酬
下
限
額
の
変
更
の
問
題
が
あ
る
。
こ
の
点
で

多
摩
市
の
場
合
、
工
事
等
の
分
野
で
は
、
い
わ
ゆ
る
新
労

務
単
価
・
新
技
術
者
単
価
（
二
〇
一
八
年
三
月
適
用
）
に

よ
る
契
約
に
変
更
す
る
た
め
の
協
議
を
請
求
で
き
る
特
例

措
置
の
実
施
や
、
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
（「
多
摩
市
工
事

契
約
約
款
」
第
二
五
条
第
六
項
）
の
実
施
な
ど
に
よ
り
、

契
約
期
間
中
に
お
け
る
労
務
報
酬
下
限
額
の
変
更
も
可
能

だ
が（
７
）、
業
務
委
託
に
か
か
る
複
数
年
契
約
で
は
、
契
約
締

結
時
の
下
限
額
を
後
に
変
え
る
た
め
の
根
拠
と
な
る
規
定

が
な
い
た
め
、
現
状
で
は
契
約
期
間
中
の
状
況
の
変
化
に

対
応
で
き
な
い
。
こ
の
問
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て
も
審
議

会
で
現
在
議
論
中
と
の
こ
と
で
あ
る
。

制
度
運
用
の
現
状
を
踏
ま
え
て
、
同
市
の
取
り
組
み
か
ら

他
の
自
治
体
が
学
び
う
る
点
に
つ
い
て
整
理
し
た
い
。

  

第
一
は
、
三
者
構
成
に
よ
る
公
契
約
審
議
会
の
重
要
性

を
意
識
し
た
運
用
で
あ
る
。
有
識
者
・
労
働
者
代
表
・
事

業
者
代
表
の
三
者
に
よ
っ
て
構
成
に
さ
れ
る
審
議
会
は
、

労
使
交
渉
の
場
で
は
な
く
、「
住
民
、
市
職
員
、
労
働
者
、

事
業
者
が
、
ど
う
す
れ
ば
誰
も
が
納
得
を
得
ら
れ
る
の
か

知
恵
を
出
し
合
う
場
」
（
８
）
と
し
て
機
能
す
る
も
の
と
な
り
う

る
。

＜資料３＞　多摩市公契約条例のポスター
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右
記
の
い
ず
れ
か
ら
も
、
多
摩
市
で
は
、
公
契
約
条
例

を
制
定
し
た
だ
け
で
満
足
せ
ず
、
い
わ
ば
制
度
を
形
骸
化

さ
せ
な
い
努
力
を
続
け
て
い
る
こ
と
が
見
て
取
れ
る
。
多

摩
市
に
は
今
後
も
引
き
続
き
公
契
約
条
例
の
先
進
地
の
一

つ
と
し
て
、
牽
引
役
を
果
た
す
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

【
謝
辞
】

　

本
稿
の
作
成
に
あ
た
っ
て
は
、
多
摩
市
総
務
部
総
務
契
約
課
の

櫻
田
芳
恵
係
長
に
、
内
容
の
確
認
な
ど
で
特
に
お
世
話
に
な
り
ま

し
た
。
お
名
前
を
記
し
、
謝
意
を
表
し
ま
す
。

【
注
】

（
１
）　

二
〇
一
七
年
三
月
発
足
。
構
成
団
体
は
、
日
本
労
働
組

合
総
連
合
会
北
海
道
連
合
会
（
連
合
北
海
道
）
の
ほ
か
、

全
国
建
設
労
働
組
合
総
連
合
北
海
道
建
設
労
働
組
合
連
合

会
（
全
建
総
連
北
海
道
）、
全
日
本
自
治
団
体
労
働
組
合

北
海
道
本
部
（
自
治
労
道
本
部
）、北
海
道
公
務
公
共
サ
ー

ビ
ス
労
働
組
合
協
議
会
（
北
海
道
公
務
労
協
）、
公
益
社

団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
。
委
員
は
各
団
体
の
関

係
者
計
一
五
人
で
構
成
し
、
筆
者
も
こ
こ
に
含
ま
れ
る
。

　
　
　

公
契
約
Ｗ
Ｔ
の
こ
れ
ま
で
の
主
な
取
り
組
み
は
、
市
民

向
け
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、
自
治
体
の
入
札
・
契
約
制

度
や
公
契
約
条
例
に
関
す
る
学
習
会
の
開
催
、
入
札
・
契

約
に
関
す
る
道
内
三
五
市
対
象
の
ア
ン
ケ
ー
ト
、
条
例
制

定
自
治
体
で
の
視
察
・
ヒ
ア
リ
ン
グ
な
ど
。

　
　
　

右
記
の
条
例
制
定
自
治
体
で
の
視
察
・
ヒ
ア
リ
ン
グ
は
、

本
稿
で
報
告
す
る
多
摩
市
が
第
一
回
目
で
あ
る
。

（
２
）　

二
〇
一
七
年
六
月
二
日
に
札
幌
市
内
で
開
催
さ
れ
た
「
市

　

あ
わ
せ
て
、
審
議
会
の
第
一
の
役
割
は
毎
年
度
の
労
務

報
酬
下
限
額
に
つ
い
て
調
査
・
検
討
す
る
こ
と
に
あ
る
が
、

公
契
約
条
例
に
関
す
る
重
要
事
項
や
今
後
検
討
す
べ
き
課

題
に
つ
い
て
も
市
に
対
し
て
提
言
を
行
う
役
割
が
持
た
さ

れ
て
い
る
。
こ
れ
に
関
わ
っ
て
、
受
注
者
対
象
の
ア
ン
ケ
ー

ト
が
毎
年
実
施
さ
れ
、
公
契
約
条
例
に
関
す
る
意
見
を
一

定
の
ス
パ
ン
で
集
め
る
作
業
も
続
け
ら
れ
て
い
る
。
実
態

に
即
し
て
公
契
約
制
度
の
あ
り
方
に
ロ
ー
リ
ン
グ
を
か
け
、

制
度
の
実
効
性
を
継
続
さ
せ
て
い
く
た
め
の
努
力
が
う
か

か
が
え
る
。

　

第
二
は
、
公
契
約
制
度
の
導
入
に
伴
っ
て
増
え
た
新
た

な
業
務
に
、
限
ら
れ
た
マ
ン
パ
ワ
ー
で
対
応
す
る
た
め
、

市
の
担
当
職
員
に
よ
っ
て
業
務
遂
行
上
の
工
夫
が
続
け
ら

れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
工
夫
の
一
つ
は
、
前
節
で

も
紹
介
し
た
と
お
り
、
労
務
台
帳
の
確
認
作
業
の
負
担
を

制
度
の
趣
旨
や
実
効
性
を
確
保
し
な
が
ら
減
ら
す
取
り
組

み
で
あ
る
。
現
行
の
労
務
台
帳
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
は
、
歴

代
の
担
当
職
員
が
改
良
を
積
み
重
ね
て
到
達
し
た
も
の
で

あ
り
、
作
業
コ
ス
ト
の
さ
ら
な
る
軽
減
を
め
ざ
し
、
改
良

は
な
お
続
い
て
い
る
。

　

第
三
は
、
公
契
約
条
例
な
い
し
公
契
約
制
度
の
メ
リ
ッ

ト
に
関
す
る
積
極
的
な
周
知
の
取
り
組
み
を
続
け
て
い
る

こ
と
で
あ
る
。
そ
も
そ
も
公
契
約
条
例
・
制
度
の
メ
リ
ッ

ト
が
、
あ
る
べ
き
水
準
の
公
共
工
事
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
が

阻
害
さ
れ
る
こ
と
な
く
継
続
的
に
提
供
さ
れ
る
こ
と
に
あ

る
以
上
、
特
に
一
般
市
民
に
と
っ
て
は
そ
の
効
果
を
自
覚

し
づ
ら
い
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
も
継
続
的
か
つ
地
道
な
情

報
発
信
な
ど
の
取
り
組
み
が
不
可
欠
で
あ
る
。

民
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

公
契
約
条
例
を
社
会
に
広
げ
よ
う
」

を
指
す
。
注
１
に
あ
る
「
市
民
向
け
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
」
も

こ
れ
を
指
す
。

　
　
　

本
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
記
録
は
本
誌
二
〇
一
七
年
七
月
号

（
第
五
八
二
号
）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
北
海
道
地

方
自
治
研
究
所
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
も
閲
覧
可
能
で
あ
る
。

　
　
　

http://w
w

w
.hokkaido-jichiken.jp/04/kenkyu_hiseiki.

htm
l

（
３
）　

ア
ン
ケ
ー
ト
は
二
〇
一
一
年
六
月
三
〇
日
～
七
月
一
五

日
に
実
施
。
ア
ン
ケ
ー
ト
票
は
市
内
事
業
者
や
、
過
去
三

年
間
で
工
事
（
五
〇
〇
〇
万
円
以
上
）、
委
託
（
一
〇
〇

〇
万
円
以
上
）
の
契
約
実
績
の
あ
る
事
業
者
、
計
一
二
三

事
業
者
へ
送
付
し
、八
五
件
の
回
答
が
あ
っ
た
。
結
果
は
、

公
契
約
条
例
の
制
定
に
「
賛
成
」
三
九
（
四
六
％
）、「
反

対
」
一
一
（
一
三
％
）、「
わ
か
ら
な
い
」
三
三
（
三
九
％
）、

賃
金
実
態
に
つ
い
て
は
設
計
労
務
単
価
の
九
〇
％
未
満
が

三
四
件
中
八
件
だ
っ
た
と
の
こ
と
。
調
査
当
日
配
付
資
料

「
多
摩
市
公
契
約
条
例
～
制
定
ま
で
の
歩
み
と
概
要
～
」

に
基
づ
く
。

（
４
）　

一
度
目
の
改
正
は
、
平
成
二
五
年
三
月
二
九
日
条
例
第

八
号
に
よ
る
。
い
わ
ゆ
る
労
働
者
派
遣
法
の
正
式
な
法
律

名
が
「
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派

遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」（
昭

和
六
〇
年
七
月
五
日
法
律
第
八
八
号
）
か
ら
「
労
働
者
派

遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護

等
に
関
す
る
法
律
」
に
改
正
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
第
二

条
第
四
号
イ
に
お
け
る
同
法
律
名
を
変
更
し
た
。

　
　
　

二
度
目
の
改
正
は
、
平
成
二
八
年
一
二
月
二
六
日
条
例
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確
保
さ
れ
る
よ
う
、
市
場
実
態
等
を
的
確
に
反
映
し
た
積

算
に
よ
る
予
定
価
格
の
適
正
な
設
定
が
発
注
者
の
責
務
と

し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
こ
と
、
▽
「
技
能
労
働
者
へ
の
適

切
な
賃
金
水
準
の
確
保
に
つ
い
て
」（
平
成
三
〇
年
二
月

一
六
日
付
、
国
土
入
企
第
二
八
号
）
に
よ
り
新
労
務
単
価

の
早
期
活
用
と
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
条
項
の
適
用
等
に
つ

い
て
各
自
治
体
に
要
請
が
あ
っ
た
こ
と
、
▽
多
摩
市
と
し

て
、
新
労
務
単
価
・
新
技
術
者
単
価
に
よ
る
契
約
に
変
更

す
る
た
め
の
協
議
を
請
求
で
き
る
特
例
措
置
を
実
施
す
る

と
と
も
に
、
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
条
項
（「
多
摩
市
工
事

契
約
約
款
」第
二
五
条
第
六
項
）を
適
用
す
る
と
し
た
こ
と
。

（
８
）　

注
５
に
同
じ
。
掲
載
誌
一
一
頁
参
照
。

【
参
考
文
献
・
資
料
】

・　

上
林
陽
治
「
公
契
約
条
例
の
現
状
と
要
件
」（『
北
海
道
自

治
研
究
』
第
五
九
四
号
所
収
二
～
一
二
頁
）
公
益
社
団
法
人

北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
、
二
〇
一
八
年
七
月

・　

斉
藤
徹
史
「
自
治
体
の
入
札
制
度
の
歴
史
と
公
契
約
条
例
」

（『
北
海
道
自
治
研
究
』
第
五
九
〇
号
所
収
二
～
一
三
頁
）
公

益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
、
二
〇
一
八
年
三
月

・　

多
摩
市
『
多
摩
市
に
お
け
る
総
合
評
価
方
式
に
関
す
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
』
二
〇
一
二
年
一
二
月

・　

多
摩
市
『
多
摩
市
公
契
約
制
度
に
つ
い
て
の
手
引
』
二
〇

一
五
年
四
月

・　

多
摩
市
総
務
契
約
課
「
多
摩
市
公
契
約
条
例
～
制
定
ま
で

の
歩
み
と
概
要
～
」
二
〇
一
八
年
一
月
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
当
日

提
供
資
料
、
二
〇
一
八
年
八
月
八
日
入
手
）

・　

野
口
鉄
平
「
公
契
約
条
例
制
定
の
全
国
動
向
に
つ
い
て
」

第
四
七
号
に
よ
る
。下
水
道
事
業
の
契
約
主
体
に
つ
い
て
、

従
前
は
市
長
だ
っ
た
の
が
、
下
水
道
事
業
へ
の
「
地
方
公

営
企
業
法
」（
昭
和
二
七
年
八
月
一
日
法
律
第
二
九
二
号
）

の
全
面
適
用
に
伴
い
、
二
〇
一
七
年
四
月
一
日
よ
り
下
水

道
事
業
管
理
者
に
変
更
さ
れ
た
。
こ
れ
を
受
け
、
条
例
第

六
条
第
一
項
に
つ
い
て
、「
市
長
又
は
教
育
委
員
会
（
以

下
こ
れ
ら
を
「
市
長
等
」
と
い
う
。）
は
…
」
か
ら
「
市
長
、

多
摩
市
下
水
道
事
業
管
理
者
（
以
下
「
管
理
者
」
と
い
う
。）

又
は
教
育
委
員
会
（
以
下
こ
れ
ら
を
「
市
長
等
」
と
い
う
。）

は
…
」
に
変
更
さ
れ
た
。

（
５
）　

注
２
に
あ
る
市
民
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
の
古
川
弁
護
士
の

発
言
に
よ
る
。
掲
載
誌
『
北
海
道
自
治
研
究
』
二
〇
一
七

年
七
月
号
（
第
五
八
二
号
）
八
頁
参
照
。

（
６
）　

台
帳
上
で
は
、
熟
練
者
を
「
ａ
」、
未
熟
練
者
を
「
ｂ
」

と
入
力
す
る
欄
が
設
け
ら
れ
、そ
の
割
合
が
判
定
さ
れ
る
。

熟
練
者
が
八
割
以
上
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ

れ
ば
「
Ｏ
Ｋ
」、
確
認
が
つ
か
な
い
場
合
は
「
？
」
と
表

記
さ
れ
る
。

（
７
）　

本
件
に
関
し
て
は
多
摩
市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
以
下
の
説

明
が
あ
る
。「
平
成
三
〇
年
三
月
か
ら
適
用
す
る
公
共
工

事
設
計
労
務
単
価
」（
以
下
「
新
労
務
単
価
」）
が
決
定
・

公
表
さ
れ
、「
平
成
二
九
年
三
月
か
ら
適
用
す
る
公
共
工

事
設
計
労
務
単
価
」
と
比
べ
、
全
国
平
均
で
二
・
八
％
、

東
京
都
に
お
い
て
も
約
二
・
四
％
の
上
昇
と
な
っ
た
こ
と
、

▽
「
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」（
平

成
一
七
年
三
月
三
一
日
法
律
第
一
八
号
、
二
〇
一
四
年
六

月
改
正
）
に
よ
り
、
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
担
い
手
が

中
長
期
的
に
育
成
・
確
保
さ
れ
る
た
め
の
適
正
な
利
潤
が

（『
北
海
道
自
治
研
究
』
第
五
八
二
号
所
収
二
二
～
二
六
頁
）

公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
、
二
〇
一
七
年
七

月
・　

古
川
景
一
ほ
か
「
市
民
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

公
契
約
条
例
を

社
会
に
広
げ
よ
う
」（『
北
海
道
自
治
研
究
』
第
五
八
二
号
所

収
二
～
二
一
頁
）公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
、

二
〇
一
七
年
七
月

【
参
照
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
】

・　

阿
部
ひ
ろ
ゆ
き
と
多
摩
の
未
来
を
つ
な
ぐ
会

　
　

http://abe-hiroyuki.jp/

・　

多
摩
市
役
所＞

契
約
・
入
札

　
　

http://w
w

w.city.tam
a.lg.jp/category/5-1-0-0-0.htm

l

・　

多
摩
市
役
所＞

指
定
管
理
者
制
度

　
　

http://w
w

w.city.tam
a.lg.jp/category/2-4-3-3-0.htm

l

・　

多
摩
市
役
所＞

多
摩
市
議
会

　
　

http://w
w

w.city.tam
a.lg.jp/category/19-0-0-0-0.htm

l

　

※　

最
終
閲
覧
は
い
ず
れ
も
二
〇
一
八
年
一
〇
月
二
四
日
。

＜

ま
さ
き　

こ
う
じ
・
公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
研
究
員＞


